
改正金融機能強化法案についての考え方と関連する論点
１．今次法案の目的
· 今次法案は、米国発の金融危機に対応して日本の金融システムの安定を企図する。
· 広義の金融システムは、①銀行・保険・証券等の金融部門、②企業・家計等の非金融部門の双方から構成される。
· 今次法案は双方の安定を企図するものの、過去の経験を踏まえ、とりわけ②の安定を第一義的な目的とする。
· 過去の経験とは、1990年代前半のバブル崩壊後、1990年代後半の金融危機、2000年代前半の不良債権処理加速期における経験を指す。具体的には、金融部門の安定が過度に優先され、非金融部門、とりわけ中小企業金融の円滑化が十分に行われなかったことが、その後の実体経済の脆弱さ、日本経済の低迷につながっていることを指す。
· 中小企業は法人数の大多数を占めるほか、その従業員も労働者全体の大半を占める。また、大企業の協力・下請け企業として、日本経済の基盤を形成している。
· 以上を踏まえ、今次法案は「中小企業金融の円滑化」を最も重要な目的とする。その目的に資する金融部門への公的資金投入であれば、積極的に行うべきものと考える。
２．農林中金に関する考え方
· 農林中金は日本を代表する金融機関のひとつであり、金融危機において「too big to fail」という原則が適用可能な規模に達している。
· したがって、農林中金の経営不安に際しては、貯金保険法等の既存法制の的確な運用によって適切かつ万全の対応を期すことは当然である。
· 一方、今次法案は、上記１．のように「中小企業金融の円滑化」を最も重要な目的としている。
· その観点から農林中金の経営実態を鑑みると、中小企業融資比率は1.3％（中小企業向け融資0.8兆円／運用総資産61兆円）に過ぎず、対象金融機関に含めることは一考を要する。
· また、運用総資産61兆円のうち31兆円（59％）を有価証券投資に振り向けており、農林中金法第1条に明記される「農林水産業の発展に寄与する」という目的の観点からも、現在の経営実態には問題がある。
· さらに、農林中金及び傘下系統金融機関の政治的中立性が確保されておらず、多様な政治的指向性を有する国民の公的資金を投入することの妥当性に疑義がある。
· 因みに、2003年以降、中小企業等協同組合法に基づく新たな農業法人が多数設立されているが、同法には政治的中立性の原則が明記されている。
· また、こうした新法人が設立される背景には、農水省による「全中、全農、農中」を軸とする従来の農政が、日本の農業を発展させる方向に十分に寄与していない現状も影響している。
· 農林中金を頂点とする系統金融システムは、「本来の役割に資する部分」と「巨額の余資運用を行う部分」に二分されている。後者については、もはや系統金融の一部と言うよりも巨大な金融機関と定義する方が妥当であり、そのビヘイビアは金融システム全体に影響を及ぼす。こうした現状を鑑みると、金融システムの安定性確保の見地から、農林中金は純粋な金融機関としてガバナンスが行われるべきである。
· 一方、現在の農林中金はそうした状態になっていないことから、金融機関として不適切な取引等を行う蓋然性がある。例えば、農水省やその他の政治的バイアスのツールとして、金融機関の行動原理とは相容れない一定の役割を担わされる局面があると思料する（別紙「築地関連案件」参照）。
· 以上のような諸点から、今次法案に基づいて農林中金に公的資金を投入するに際しては、その必要性、妥当性を改めて国会において検証することが必要と考える。
３．新銀行東京に関する考え方
· 銀行法第52条の14では、銀行の主要株主に対して、金融庁は監督上必要な措置を命じることができることになっている。
· しかし、この「主要株主」に関して、同法第2条10や第59条2の規定により、地方公共団体は含まれないこととされている。
· これは、地方公共団体が「主要株主」である場合、当該地方公共団体が公的セクターの一員として監督上必要な措置を直接行うことを想定していると思料する。
· したがって、「地方公共団体を主要株主とする金融機関」を今次法案の対象外とすることは、銀行法を中心とする金融法制の構造と整合的と考える。
· 仮に「地方公共団体を主要株主とする金融機関」に公的資金投入が必要になり、かつ当該地方公共団体に財政余力がない場合には、国が当該地方公共団体に資金支援を行い、その資金を活用して「主要株主」である地方公共団体の責任において監督上必要な措置等を行うべきである。
· 以上の理由から、新銀行東京に公的資金を投入する場合は、金融法制上特別な立場にある「主要株主」としての東京都の責任において行うのが妥当かつ合理的である。
· もっとも、新銀行東京の経営実態を鑑みると、「地方公共団体を主要株主とする金融機関」というビジネスモデルが様々な問題を抱えていることが認識できる。（別紙「融資仲介案件」参照）。
（※）ブログの読者の皆様へ

―― 別紙資料がご希望の方は、議員会館（03-3508-8705,、河本秘書）までご連絡ください.。

以　　上
平成20年11月13日参議院財政金融委員会
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